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はじめに
　

 　1980 年代後半以降、アジアは急速な経済発展によって世界経済の成長

センターとなり、その成長潜在力から21世紀はアジアの時代とまでいわれ

るようになった。その主要な担い手は中国（以下では、一般に香港を除く

中国本土を指す）、NIEs（新興工業経済群。韓国、台湾、香港、シンガポー

ルを指す）、ASEAN（東南アジア諸国連合。なお本稿でASEAN［４］と

表記した場合はタイ、マレーシア、フィリピン、インドネシアの４カ国を

指す）諸国からなる東アジア地域である。それは、とりわけ1985年９月の

G５（先進５カ国財務相・中央銀行総裁会議）でのプラザ合意以後の急激

な円高を契機に加速した。実際、東アジア地域における急速な工業化と貿



易の拡大には目を見張るものがある。また、長期的な円高と1990年代初頭

のバブル崩壊の後遺症に呻吟し、今なお「失われた20年」からの脱却に苦

悩している日本も、自らの再生の活路をこれら地域の工業化と貿易の拡大

に見いだして、生産拠点移転と製品逆輸入、資本財輸出を行って、アジア

における域内分業を推し進めている。

　筆者はかつて、戦後の日本経済の展開過程と関連づけながら1980年代後

半までの日本のアジア向け直接投資について検討し、さらにまた日本の貿

易構造の変化と関連づけながら1980年代後半から1990年代後半までの日本

の東アジア向け直接投資（製造業）について分析したことがあ る 。本稿で
（１）

はこれらを受けて東アジア域内分業の展開という観点から、1990年代後半

以降の日本の東アジア向け直接投資と在東アジア日系企業の行動様式を考

察する。ただし、現在の筆者の力量と紙幅の関係から、主に統計資料に基

づくマクロ的検討にとどまらざるをえない。

Ⅰ　日本の直接投資と日系企業の事業展開
　

　（１）　直接投資に関するデータベースの変更

　日本の直接投資については、2004年度までは「外国為替及び外国貿易法」

（昭和24年法律第228号）の規定に基づいて提出された対内・対外直接投資

に関する届出書・報告書に記載されている金額を直接投資として形態別、

地域・国別、業種別に集計・公表されていた。それが、2005年度からはこ

うした報告・届け出ベースに代わって国際収支統計ベースの直接投資のデー

タが地域別・業種別に公表されることになった。

　日本の国際収支統計はＩＭＦ国際収支統計マニュアルに準拠し、居住者ま

たは非居住者である投資家（直接投資家）が、他の国・地域の企業（直接

投資企業）に対して永続的権益の取得を目的として行う取引を直接投資と

して計上している。具体的には、直接投資家による直接投資企業の発行株

式の取得、直接投資家の再投資収益（直接投資企業の内部留保、すなわち
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直接投資企業が保有する未配分収益を、いったん直接投資家に配分後、直

接投資家が直接投資企業に再投資したとみなしたもの）、および直接投資

家と直接投資企業との間の資金貸借（貸付・借入、直接投資企業が発行し

た債券の直接投資家による取得）などが直接投資に含まれる。国際収支統

計の作成に必要なデータは、上記の「外国為替及び外国貿易法」に基づい

て提出された支払等報告書などによって集められてい る 。
（２）

　表１は、従来の報告・届け出ベースの直接投資と新たな国際収支統計ベー

スの直接投資の違いを示したものである。両者は別個の基準に基づくもの

であり、投資の回収や再投資収益の計上、貸付の取り扱いなどで大きな差

異がある。

　報告・届け出ベースは実際の投資額を集計したものではなく、成約時の

直接投資総額を表示したものである（一般的にいって実際の投資額は成約

時の投資額よりも少ない）。また投資の回収も計上されない。この点で、

実際よりも過大評価されることになる。他方で、再投資収益をはじめ不動

産の取得、短期貸付は計上されず、さらに対外直接投資の場合は統計に利

用する報告等の対象が原則１億円を超える投資に限定されている。この点

からみると、報告・届け出ベースの直接投資は実際を過小評価することに

なる。

表１　報告届け出ベースと国際収支統計ベースの直接投資の相違

出所）財務省財務総合政策研究所編『財政金融統計月報』第717号、2012年１月、１ページ。



　これに対して、国際収支統計ベースは投資額や長期貸付だけでなく再投

資収益、短期貸付、借入、投資の回収など、直接投資に関わる資金の受払

額が決済時点で集計されるため、日本の直接投資の実態をより正確に反映

するものとなっている。

　ちなみに報告・届け出ベースでの日本の対外直接投資残高は1951～2004

年度の累計で9,156億ドルであるのに対して、2004年度の国際収支統計ベー

スの対外直接投資残高（資産）は3,718億ドルであった。前者は後者の2.5倍

も多くなっている。これまで資料として利用されてきた報告・届け出ベー

スの日本の対外直接投資（累計額）はそれだけ日本の対外直接投資を過大

評価していたことになる。また国・地域別にみると、前者では米国向けが

3,350億ドルで全体の36.6％、アジア向けが1,605億ドル、17.5％であったの

に対して、後者では米国1,423億ドル、38.3％、アジア764億ドル、20.5％で

あった。比重という点では、米国、アジアとも報告・届出ベースよりも国

際収支統計ベースのほうが高くなっている。このことは、日本の米国・ア

ジア向け直接投資では他と比べて成約時の投資額に対する実際の投資額の

目減り率や投資の回収、借入が相対的に少ないか、あるいは再投資収益や

短期貸付が多いことを意味している（ちなみに中国、韓国、台湾、シンガ

ポール、タイはアジア全体と同様に国際収支統計ベースのほうが比重は高

いが、香港、インドネシアは逆に低くなってい る ）。
（３）

（２）　直接投資残高の推移と業種別構成

　表２によれば、国際収支統計ベースでみた日本の対外直接投資残高（資

産）は1996年2,587億ドルから2011年9,647億ドルに増加した。この15年間で

3.7倍となり、１兆ドル台を目前にしている。　　　

　そのうち最大の投資先である米国は金額では増えているが、シェアでは

ピークの1999年47.6％から2011年28.6％へと低下している。またEU（欧州

連合）は1996年の16.8％から増加して2000年代には22～24％内外のシェア
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を維持している。

　アジア向けは1996年時点では792億ドルで全体の30.6％を占め、EUの比重

をはるかに上回っていた。とりわけASEAN[4]、とくにインドネシアとタ

イの比重は大きい。それが、1997年からアジア全体とASEAN[4]が、1998

年から中国とNIEｓが減少し、いずれも1999年にボトムを迎えている。1999

年は1996年と対比してアジア全体で340億ドル減、マイナス43.0％となった。

なかでもASEAN[4]は269億ドル減、マイナス64.8％と急減し、とりわけイ

ンドネシアとタイの減少は際立っている（前者は128億ドル減、マイナス

74.3％、後者は111億ドル減、マイナス70.7％）。マレーシアやフィリピンも

減少率は30％台と高い（それぞれ37.0％、31.6％）。NIEsは69億ドル減、マ

イナス24.3％であったが、そのうち香港は32億ドル減、マイナス33.9％、シ

ンガポールは30億ドル減、マイナス26.6％であった（その他では韓国5億ド

ル減、－15.1％、台湾1億ドル減、－3.0％、中国8億ドル減、－9.4％）。

　日本のアジア向け直接投資残高が大幅に減少したのは、周知のように、

1997年半ばにタイを襲った通貨・金融危機がフィリピン、インドネシア、

マレーシア、香港、韓国などアジア全域に拡大し、1998年には一部の地域

を除いて大幅なマイナス成長を記録したために、日本企業が新規の直接投

資や設備投資を手控えただけでなく、撤退をはじめとする巨額の投資回収

表２　日本の対外直接投資残高（資産） （単位：100万ドル、％）

出所）ジェトロ『ジェトロ貿易投資白書』各年版、同『ジェトロ世界貿易投資報告書』各年版。



を行ったからにほかならない。

　ところが1999年に早くもアジア全域で大幅なプラス成長に転じると、日

本のアジア向け直接投資も再び増加する。1999～2011年間で5.7倍（2,126億

ドル増）となった。これは世界全体平均3.9倍よりも高い。この結果、アジ

アのシェアは1999年の18.1％から2011年には26.7％となってEUを再度逆転

し、米国に迫る勢いをみせている。なかでも中国は同期間に2.9％から約３

倍の8.6％へと急増した。この間のアジアのシェア増加分の実に３分の２を

中国が占めている。なお、韓国とタイは2011年には1999年のシェアを上回っ

たが、他の国・地域はまだ1999年水準を回復していない。

　次に、表３で2010年末現在の日本の直接投資残高（資産）の業種別構成

をみると、世界全体では製造業の比重が46.3％、非製造業の比重が53.7％で

あった。報告・届け出ベースでは製造業の比重は1951～2000年度累計で

33.3％、1951～2004年度累計で34.2％であったか ら 、国際収支統計ベースへ
（４）
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表３　日本の直接投資残高（資産）の業種別構成（2010年末現在）

出所）財務省財務総合政策研究所編『財政金融統計月報』第717号、2012年１月。

　注）「X」は報告件数が３件未満のもの、また「─」は該当データが存在しないもの。
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の変更によってこれまで相対的に低く評価されていた製造業の位置が見直

しされたことになる。これは後述するように、国際収支統計ベースで計上

される設備投資は非製造業よりも製造業のほうが多いことなどによろう。

業種別では、非製造業の金融・保険業（23.4％）、卸売・小売業（14.0％）

が上位を占め、以下、製造業の輸送機械器具（9.8％）、化学・医薬（8.7％）、

電気機械器具（8.6％）が続いている。

　最大の投資先である米国では非製造業が58.4％で世界平均よりも高い。業

種別では卸売・小売業（23.0％）、金融・保険業（22.5％）が二大投資分野

になっている。製造業では化学・医薬（14.1％）、電気機械器具（9.0％）、

輸送機械器具（7.1％）が多い。

　これに対してアジアでは製造業投資が65.2％を占め、世界平均を大きく

上回っている。業種別では製造業の電気機械器具（14.3％）、輸送機械器具

（13.8％）が上位を占め、非製造業の金融・保険業（11.9％）、卸売・小売

業（11.2％）がこれに続いている。

（単位：億円、％）



　ここでとくに注目されるのが、日本の製造業投資のうちアジアが36.0％

を占めていることである。このことは、アジア、とくに東アジアが日本の

製造業投資の一大拠点となっていることを示している。一般機械器具、電

気機械器具、精密機械器具、鉄・非鉄金属、繊維などはいずれも世界全体

の40％超を占め、また近年では輸送機械器具も急速に比重を高めている。

　個別にみると、タイ、マレーシア、台湾、中国では製造業投資が全投資

額の70％超を占め、またインドネシアでもアジアの平均より高い。このう

ち中国は製造業では多い順に輸送機械器具（15.1％）、電気機械器具

（14.7％）、一般機械器具（10.0％）、化学・医薬（7.1％）となっているが、

いずれの業種もアジアでは最も多く日本の直接投資を受け入れている。ま

た、台湾とマレーシアでは電気機械器具がそれぞれ31.7％、21.4％、タイと

インドネシアでは輸送機械器具がそれぞれ26.8％、29.8％占めており、一業

種への特化度が高い。

　韓国とフィリピンでは製造業のシェアは60% 程度でアジアの平均を下回っ

ているが、世界平均より高い。韓国では非製造業分野のサービス業、金

融・保険業、次いで製造業分野の電気機械器具、化学・医薬が上位を占め、

またフィリピンでは製造業の食料品、電気機械器具、輸送機械器具の比重

が高い。

　他方、香港とシンガポールでは非製造業投資が過半を占めている。いず

れも１位が卸売・小売業、２位が金融・保険業となっているが、香港では

この２業種だけで全体の46.0％を占めている。製造業分野では香港で電気機

械器具が、またシンガポールでは化学・医薬、食料品、電気機械器具が相

対的に高い比重を占めている。

（３）　在外日系企業の事業展開

　通商産業省（現、経済産業省）は1970年度から毎年、今後の産業政策お

よび通商政策の推進に資することを目的として日本企業の海外事業活動調
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査を行い、それを『我が国企業の海外事業活動』というタイトルで公刊し

ている。調査対象は1980年12月の日本の直接投資に関する定義の変 更 など
（５）

により、刊行年によって若干の表現上の変化がみられるが、現在では（１）

本社企業（各年度末現在、海外に現地法人を有している、もしくは過去に

有していた我が国企業。た

だし金融業・保険業、不動

産業を除く）、（２）現地法

人（次のいずれかの条件を

満たす外国法人。すなわ

ち、①日本側出資比率合計

が10％以上の外国法人（海

外子会社）、②日本側出資

比率合計が50％超の海外子

会社が50％超の出資を行っ

ている外国法人（海外孫会

社）、③日本側親会社の出

資と日本側出資比率合計が

50％超の子会社の出資の合

計が50％超の外国法人（海

外孫会社））が調査の対象と

なってい る 。
（６）

　表４によれば、調査票発

送企業数は日本企業の多国

籍化の進展を反映して1970

～1979年 度平均2,487社、

1980～1989年 度平均3,376

社から、1990～1999年度平

表４　「海外事業活動基本調査」回答状況　

出所）経済産業省編『我が国企業の海外事業活動』各年版。

　注）1970年、71年、84年、94年の数値は調査票発送企業数、回

　　　収本社企業と回収率が一致しないが、そのまま計上した。



均3,664社、2000～2009年度平均4,487社へと増加している。また回収率も同

期間に47.8％、43.8％から58.9％、68.4％へと増加しているので、同調査に

よって日本企業の海外事業活動の全容をより正確に知ることができよ う 。
（７）

　以下では、この『我が国企業の海外事業活動』各年度版を利用し、在外

日系企業、とくに在東アジア日系企業の主な事業活動を概観する。

　まず表５によれば、1996年度から2009年度にかけて現地法人数は１万2,657

社から１万8,201社へと1.4倍に、また常時従業者数も同期間に274万人から

470万人へと1.7倍に増えた。法人数よりも常時従業者数の増加率が高いの

で、同期間に１社当たりの従業員数も増えていることになる。

　地域・国別で注目されるのは、まず第１に中国が法人数で3.6倍、常時従

業者数で4.2倍となり、平均を大きく上回る急増振りを示したことである。中

国ではこの間に法人数が3,253社、常時従業者数が約107万人も増加してい

る。これは、それぞれ増加分の58.7％、54.9％を占めている。第２に、米国

で法人数、常時従業員数ともに減少していることである。同期間の減少率

はそれぞれ3.8％、2.1％であるが、ピーク時の2000年度を基準にすると12.5％、
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表５　地域別現地法人・従業者数

出所）前掲『我が国企業の海外事業活動』各年版。,

　注）（　）内の数値は全地域に占める比率。［　］内の数値は、全額出資企業が各国・地域の現地法人全体に

占める比率。
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22.0％と大幅な減少率を示す。このことは、米国では新規参入よりも解散・

撤退現地法人企業数のほうがはるかに多いことを意味している。

　EU、NIEs、ASEAN［４］は全体とほぼ同じ増加率であった。

　なお１社当たりの従業員数でみると、一貫してASEAN[4]が最も多く、

次いで中国、米国、EUが続き、NIEsが最も少ない。ASEAN［４］とNIEs

間では実に３倍もの開きがある。

　同じ表５で全額出資法人数の比重をみると、いずれの国・地域とも増加

している。全地域では1996年度の55.3％から2009年度には67.5％となった。

従来から全額出資法人数の比重が高い米国、EUでは2009年度にそれぞれ

85.5％、82.8％を占めるに至っている。アジアではNIEsが同期間に52.7％か

ら69.1％へと増えて平均を上回り、さらに1996年度時点では22.4％と低かっ

た中国は2009年度には一挙に40.5ポイント増の62.9％となって平均とほぼ肩

を並べるようになっている。ASEAN［４］は2009年度時点でも全額出資

企業の比重は41.9％にとどまり、平均を大きく下回っている。ただし、従

来から外国資本に対して厳しい出資比率制限を設けていたASEAN［４］

でも、全額出資企業のシェ

アが同期間に19.5ポイント

も急増していることは注目

すべき傾向であろう。

　しかも1996～2009年度の

純増分だけを算出すると、

全額出資法人の比重は中国

78.5％、ASEAN［４］85.2%

に上昇するだけでなく、

NIEsとEUは100％超（それ

ぞ れ121.2％、157.5%）、さ

らに米国では法人数全体は

（単位：社、人、％）



減っているのに全額出資法人数は増えている。このことは、解散・撤退は

全額出資法人よりも非全額出資法人のほうが多いこと、既存法人のなかで

全額出資法人に転じる例が多いこと、また新規参入の場合には全額出資法

人の比重は表５よりも高いことを示しているといえよう。

　ちなみに表６によると、解散・撤退法人数はアジアが最も多く、2009年

度では371社を数え、全体の56.3％を占めている。だが解散・撤退法人比率

（解散・撤退法人数を現地法人数と解散・撤退法人数の合計で割って得ら

れた数値）では全地域平均3.5％、米国4.9％、EU3.4％に対して、アジアは

3.2％と相対的に低かった（うち、NIEs3.4％、ASEAN［４］3.0％、中国

2.4％）。

　以下では日系企業の事業展開を設備投資額、売上高、経常利益の推移か

らみることにする。

　まず設備投資額の推移をみると（表７参照）、全体では1996年度４兆7,063

億円をピーク、2000年代初頭の停滞期を経て2003年度２兆8,162億円をボト
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表６　　解散・撤退現地法人企業数

出所）前掲『我が国企業の海外事業活動』各年版。

（単位：社、％）
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ム、2007年度６兆4,527億円をピークにするという動きを示している。1996

～2000年度の４年間に１兆４,191億円減、－30.2％であったが、2007～2009

年度の３年間ではそれを上回る２兆8,456億円減、－44.1％を記録した。後者

は前者に比べて設備投資額で2.0倍減、減少率で1.5倍に達している。1996年

度をピークとしたのは前述のアジア通貨・金融危機によるが、2007年度を

ピークとしたのは、同年、米国の低所得者向け住宅ローン（サブプライム

ローン）の返済延滞率の急上昇に端を発し、翌08年秋のリーマン・ブラザー

ズの倒産（リーマンショック）によって発生した世界金融危機を原因とし

ている。

　地域・国別設備投資額では、1990年代後半は米国が最も多く、シェアも

過半を占めていたが、2000年代に入ると米国に代わってアジアが首位に躍

り出ている。日本企業のアジア重視への転換がうかがわれる。アジア域内

では2000年代半ばまではASEAN［４］が最も多かったが、2000年代後半

になるとASEAN［４］と中国が拮抗するようになっている。NIEsは一時

期を除いて相対的にシェアは低い。

　なお製造業・非製造業別では終始一貫して製造業のほうが多く、ときに

は80％近くを占める場合もある。前述したように、このことが報告・届け

表７　現地法人設備投資額の推移

出所）前掲『我が国企業の海外事業活動』各年版。

（単位：億円、％）



出ベースの対外直接投資額（累計）よりも国際収支統計ベースの対外直接

投資残高（資産）において製造業投資の比重を高くする大きな要因となっ

ている。

　次に売上高の推移をみると（表８参照）、全体では1997年度の127.6兆円

をピーク、1999年度119.2兆円をボトム、2007年度236.2兆円をピークという

ように、設備投資額の推移と似た動きを示している。1997～1999年度にか

けて売上高は8兆3,461億円減、減少率6.5％であったが、2007～2009年度に

かけては70兆8,885億円減、減少率30.0％であった。後者は前者に比べて売

上高で8.5倍減、減少率で4.6倍にも達している。

　また地域別では、売上高でも設備投資額の場合と同様にアジアが米国を

追い抜いて首位に躍り出るのであるが、2004年度までは米国がトップを占

め、2005年度以降になってアジアが１位となるというように、交代時期が

若干遅れている。設備投資が売上高に反映するのは一定の時間を経てから

ということであろう。またアジア域内でもNIEsの比重が一貫して高く、次

いでASEAN［４］がNIEsに迫り、そして中国が2008年度にASEAN［４］

を、2009年度にNIEsを一挙に追い抜いて１位となるという動きを示してい

る。この動きは設備投資額の推移とは異なっている。

66 ――1990年代後半以降の日本の直接投資と東アジア

表８　　現地法人売上高推移

出所）前掲『我が国企業の海外事業活動』各年版。

（単位：億円、％）
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　なお製造業・非製造業別にみると、設備投資の場合とは逆に、非製造業

の売上高のほうが多い。

　次に経常利益の推移をみると（表９参照）、全体では1994年度に１兆円、

1996年度に２兆円を突破し、その後は伸び悩むが、2001年度の2兆2,704億

円をボトムに増加し、2007年度の11兆3,526億円でピークを迎える。この６

年間で経常利益は一挙に5.0倍の9兆0,822億円も増加した。また逆に2009年

度の経常利益は７兆0,140億円で、２年間で４兆3,386億円も減少している（減

少率38.2％）。

　1987年度以降の地域・国別状況をみると、アジアは1996年度まで最大の

経常利益をあげており（なお、米国は1987年度、1990～1993年度に、また

EUも1992、1993年度に赤字を計上）、そして1997～2000年度は米国に首位の

座を明け渡したものの（ASEAN［４］は1997年度に赤字となったが、そ

れはアジアで唯一の事例）、2001年度以降は再びトップに躍り出ている。

　アジア域内では、意外なことに中国が経常利益を増やし始めたのは2000

年度以降のことであり、2007年度にようやくNIEsを、2009年度にASEAN

［４］を追い抜いて初めて最大の経常利益をあげるに至っている。それま

表９　　現地法人経常利益の推移

出所）前掲『我が国企業の海外事業活動』各年版。

（単位：億円、％）



ではNIEsとASEAN［４］がトップの座を激しく争い（2001年度以前と2006

年度はNIEsが、2002年度と2007－2008年度はASEAN［４］がトップ）、中

国は大きく引き離されていた。経常利益は設備投資額や売上高とは違った

推移を示している。 

　いずれにせよ、現在では在外日系企業にとって最大の経常利益をあげて

いるのは中国、ASEAN［４］、NIＥsを中核とする東アジアである。この

ことは別の資料によっても裏付けられる。

　表10は、ジェトロが毎年度（当該年度の12月期～３月期）の上場企業の

連結決算短信を基礎に集計した海外での収益状況をみたものである。それ

によると、売上高の地域別比率では海外が2010年度に初めて４割を超えた

（国内57.6％、海外42.4％）。単純平均でみた海外の比率は1997～2000年度

28.3％、2001～2004年 度31.8％、2005～2008年 度35.2％、2007～2010年 度

37.6％と増加傾向にある。地域別では米州が当初から12％前後を占め他地域

を引き離していたが、東アジアを中核とするアジア大洋州が1998年度の4.9％

を底に上昇して2005年度に10％を超え、以後もシェアを増やしている。2007

～2010年度にはアジア大洋州が米州を追い抜いてトップを占めている（単
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表10　日本の上場企業の海外収益の地域別比率

出所)ジェトロ『ジェトロ世界貿易投資報告』２０１1年版、36ページ。

（単位：％）
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純平均で米州12.6％、アジア大洋州13.8％）。

　また営業利益の地域別比率では、海外のシェアは1997～2006年度は20％

台であったが、2007年度に初めて30％台を突破し、さらに2008～2010年度

は40％台、あるいは50％台を占めるに至っている。とくにアジア大洋州の

シェアは1998年度の4.4％を底に上昇して2007年度からは地域別ではトップ

になり、さらに2008年度以降は他地域を圧倒している（これには2008年秋

のリーマンショックによる米州の急激な落ち込みも影響していよう）。

　以上、現地法人の設備投資額、売上高、経常利益の推移を中心に在外日

系企業、とくに在東アジア日系企業の事業展開をみてきた。このうち、現

地法人（製造業）の売上高を国内法人（製造業）、もしくは本社企業（製

造業）の売上高と対比することによって在外日系企業の位置をみようとし

たのが海外生産比率である。

　表11によれば、国内全法人企業ベース（製造業）の海外生産比率[＝製造

業現地法人売上高÷（製造業現地法人売上高＋製造業国内法人売上高）×

100]は徐々に増加し、1995年度の8.3％から2009年度には約2.1倍増の17.2％

となっている（とりわけ輸送機械、情報通信機械はそれぞれ39.3％、26.1％

と高い）。ただしピークの2007年度水準を回復するまでには至っていない

（輸送機械のピークは2007年度の42.0％、情報通信機械のピークは2005年

度の34.9％であった。とくに情報通信機械は2年ほど早くピークを迎え、落

ち込みも激しい）。海外進出企業だけをみた製造業の海外生産比率は1995年

度の19.7％から2009年度には30.7％へとさらに高くなる。ただし、これまた

表11　　日本の海外生産比率の推移（製造業）

出所）前掲『我が国企業の海外事業活動』各年版。

　注）国内全法人企業ベースの海外生産比率＝現地法人（製造業）売上高／{現地法人（製造業）売上高＋国内

法人（製造業）売上高}×１００

　　　海外進出企業ベースの海外生産比率＝現地法人（製造業）売上高／{現地法人（製造業）売上高＋本社企

業（製造業）売上高}×１００

（単位：％）



ピークの2007年度水準をまだ回復していない。

　在アジア日系企業のみの海外生産比率については資料が得られなかった

が、先にみたように2005年度から地域別では売上高のトップとなり、しか

も35.3～41.2％のシェアを占めていることから在アジア日系企業の海外生産

比率は全体の平均よりも高く、アジアを中心とする日本の海外生産は加速

していくものと推測される。

Ⅱ 東アジア域内分業と在外日系企業
　

（１）　東アジア域内分業の展開

　東アジアの経済発展は輸出志向工業化によって特徴づけられる。これを

表12と表13で確認しておこう。

　まず表12によれば、世界のGDPは1990年の22兆8,836億ドルから2010年に
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表12　世界のＧＤＰに占める東アジアの比率

表13　世界貿易（輸出）に占める東アジアの比率

（単位：億ドル、％）

出所）IMF、World  Economic  Outlook

出所）ジェトロ『ジェトロ貿易投資白書』各年版、同『ジェトロ世界貿易投資報告』２０１１年版。ただし、２００５

年までは各年版所収の資料｢世界と日本の貿易投資統計｣欄の表２｢世界貿易マトリクス・輸出額」より作

成。また２０１０年は、同じく表３｢世界の国・地域別輸出入｣、表４｢世界の商品別輸出』より作成。

（単位：億ドル、％）
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は2.7倍の61兆6,256億ドルへと増えているが、その間に東アジアのシェアは

5.4％から15.1％に上昇している。とりわけ中国の伸びは著しい（同期間に

1.7％から9.7％へ）。周知のように、中国はGDPでは2010年に日本を抜いて米

国に次ぐ世界２位に躍り出ている。なおASEAN［４］はシェアを着実に

増やしているが、NIEsは1990年代後半以降わずかにシェアを減らしつつあ

る。

　しかも表13によれば、世界の輸出額は1990年の3兆3,816億ドルから2012

年には4.5倍の15兆0,495億ドルに増え、世界のGDPの増加率よりも高い伸び

を示しているが、東アジアはその間にシェアを12.4％から24.8％へと倍増さ

せている。東アジア地域はGDPよりも貿易（輸出）において高いシェアを

占めている。このことは、東アジア地域がまさに輸出志向工業化を通じた

経済発展を遂げてきたことを如実に物語っている。個々にみると、この間

に中国は1.9％から10.5％へと急増し、またNIEｓは8.0％から9.8％へ（ただ

し、1990年代後半の水準を超えていない）、ASEAN［４］は2.6％から4.0％

へとそれぞれ比重を増加させている。

　次に、世界貿易に占める東アジア地域の比重が増加した要因を東アジア

の貿易相手先構成の変化から探ってみよう。

　表14によれば（同表は、A国の世界への輸出額は世界のA国からの輸入

額に等しくなるように、国際収支統計作成と同様の基準で貿易をみたもの

である）、輸出先では東アジア自身の比重が1980年22.9％から1990年31.3％、

2000年36.9％、2010年42.6％へと増加し、長期にわたって首位の座を維持し

ている。これに対して日本の比重の落ち込みは顕著で、1980年19.8％から

1990年14.4％、2000年12.2％へと低下し、2010年にはわずか7.4％となった。

米国の比重は1980年代半ばをピーク、1990年代半ばをボトムとしているが、

2000年前後のピーク以後は低下を続けて2010年には13.4％となった。EUは

1980年の16.2％から1985年には11.5％へと低下したが、その後はほぼ15％前

後を占めており、2010年時点では米国の比重よりも高い。



　東アジア域内で最も比重が高いのはNIEsである。1995年には20.3％を占

めたが、現在でも19％前後を維持している。中国は一貫して増加している

が、とくに2000年代前半に急増して2010年のシェアは14.3％となっている。

ASEAN［４］は1995年の8.6％をピークとしているが、現在でも趨勢的に

みて８％前後を維持している。

　次に輸入先についてみると、1980年時点では日本の比重が最も高かった

が、その後は東アジア自身の比重が日本の比重を上回っている。東アジア
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表14　世界貿易マトリクス・輸出額からみた東アジアの貿易相手先
（単位：億ドル、％）

出所）前掲『ジェトロ貿易投資白書』各年版、前掲『ジェトロ世界貿易投資報告』2011年版。

　注）［　　］内の数値は世界の輸出額に占める比率、（　　）内の数値は東アジアの輸出額、輸入額に占める

比率。
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の比重は増加を続け、現在では半分近くを占めている。それに対して、日

本は1985年前後のピーク時は全体の4分の1強を占めたが、その後は低下し

て現在は8分の1程度にすぎない。米国の比重は長期的な漸減傾向を示し

（2010年7.6％）、またEUは1990年をピークに減少に転じている（2010年

8.7％）。

　東アジア域内ではNIEsの比重が最も高く、1990年代に日本の比重を上回

り、2000年には25.8％を占めた。現時点でもほぼ４分の１のシェアを維持

している。また中国は1990年代半ばを底にして増加し、2010年には13.8％

を占めている。ASEAN［４］は1990年頃を底に増加し、2000年代は9.5％

前後を維持している。

　表14から、次の点を指摘することができよう。

　第１に東アジアの最大の貿易相手先は輸出入とも東アジア自身であると

いうことである。このことは、先に表13でみた世界貿易に占める東アジア

の比重の増加が東アジア域内分業の拡大によってもたらされていることを

示している。

　なお、東アジア域内ではNIEsが輸出相手先としても、輸入相手先として

も東アジアの貿易相手として最大のシェアを占めている。このことをもっ

て、直ちにNIEsが東アジア域内分業において主導的役割、あるいは牽引的

役割を担っているとは断言できないとしても、少なくともNIEsは東アジア

域内分業において重要な位置を占めていること、あるいはNIEsの存立にとっ

て東アジア域内分業の発展は他国・他地域と比較にならないほど重要な意

味をもっているということはいえるであろう。

　第２に、東アジア域内輸出比率のほうが域内輸入比率よりも低い（逆に

言えば、東アジア域外輸出比率のほうが東アジア域外輸入比率よりも高い）

ことから、域外との関係では東アジアにとって相対的に輸入よりも輸出ほ

うがより重要な位置を占めているということである。それは、とくに米国

とEUに対して当てはまる。逆に、日本とNIEsは東アジアにとって輸出先



としてよりも輸入先としての比重のほうが高い。このことは、日本やNIEs

は東アジアを輸入先としてよりも輸出先として位置づけていることを示し

ている。

（２） 日本からみた東アジア域内分業　

　次に視点を変えて、日本の貿易相手先構成の変化という観点から東アジ

ア域内分業をみてみよう。

　まず表15で日本の貿易相手先構成の変化についてみると、輸出先では1980
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表15　日本の国・地域別輸出入構成 （単位：100万ドル、％）

出所）前掲『ジェトロ貿易投資白書』各年版所収の資料｢世界と日本の貿易投資統計｣欄の表｢世界貿易マトリク

ス・輸出額」より作成。ただし、2010年は、同『ジェトロ世界貿易投資報告』2011年版の資料｢世界と日

本の貿易投資統計」欄の表９「日本の国・地域別輸出入」(110ページ)より作成。
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年代を通じて米国の比重が高く、1985年には37.6％を占めた。米国の比重は

その後低下していくが、とくに2000年代に入ってから急減する（2000年の

30.1％から2010年には15.4％へと一挙に半減）。それに対して、東アジアの

比重は1980年代には20％台であったが、1990年代に急増して米国を抜いて

トップに立ち、1995年には41.7％を占めた。その後停滞したが、2000年代

に入って再び急増し現在では過半を占めている。計算上、この10年間の米

国の比重の低下分のほとんどを東アジアが吸収していることになる。

　東アジア域内では当初からNIEsの比重が高い。1985～1995年にほぼ倍増

して全体の4分の1を占め、その後も高水準を維持している。NIEsのなかで

は韓国の比重が高い。韓国の比重は1990年代後半に減少したが、2000年代

に入って再び増加している（2010年は8.1％を占め、1995年のピーク7.1％を

上回っている）。また台湾は1980年代後半から1990年代まで増加傾向を示

し、2000年には7.3％を占めるなど一時韓国の比重を上回ったが、その後は

漸減している。香港とシンガポールは1990年代後半まで増加し、その後は

増減を繰り返しているが、2010年時点でも1995年のピーク水準を回復して

いない。

　ASEAN［４］は1980年代後半から1990年代後半まで増加して1995年に

12.1％のピークを迎える。その後2000年代半ばをボトムにして上昇に転じ

ているが、2010年時点でも1995年水準を回復していない。ただし、そのな

かにあってタイは順調にシェアを回復しつつある。

　中国は1990年代以降、一貫して増加している。とくに2000年代の増加は

顕著で（1990年2.1％、2000年6.3％、2010年19.4％）、NIEsとの差が急速に

縮まっている。

　輸入先では、米国が1990年の23.4％をピークに減少に転じ、とくに2000

年代に急減している（2000年の19.0％から2010年には9.7％と半減）。これに

対して、東アジアは当初から最大の比重を占め、とりわけ1990年代には急

増している（1990年の29.1％から2000年には42.1％へ）。これは中国の比重



の急増による。中国は2000年代に入っても増え続け、最大の比重を占める

に至っている。NIEsは1990年代まで増加したが、2000年代には急減してい

る（2000年の17.2％から2010年の8.9％へと半減）。ASEAN［４］は1980年

の14.3％から1990年には10.1％まで低下したが、その後はやや持ち直して11

～12％台を維持している。なお、1980年代の低下はインドネシアの急激な

低下によるものである。

　以上、日本の貿易相手先構成の推移をみてきたが、現在では日本の貿易

に占める東アジアの比重は単に最大であるだけでなく、他を圧倒している。

この意味で、日本もまた東アジア域内分業を強力に推進する主体の一つと

なっているのである。先に表14でみた東アジアに日本を加えれば、域内輸

出比率は50％、域内輸入比率は60％を占めることになる。これは、NAFTA

（北米自由貿易協定）の域内分業の比重を上回り、EUの域内分業の比重に

迫る数値となってい る 。
（８）

　なお東アジアの輸出入の比重は2000年頃まではほぼ拮抗していたが、2000

年代に入ると輸出の比重が輸入の比重を上回り、2010年は10ポイント以上

の差をつけている。このことは日本にとって東アジアはとりわけ輸出市場

としてより重要となっていることを示している。輸出入の格差が拡大した

のは、中国の比重が輸出入とも急増していくなかで、NIEsが輸出で高水準

を維持したものの、輸入の比重が急減したことによる。日本はNIEsをもと

もと輸出市場として位置づけていたが、2000年代はさらにその役割が強化

されたといえる。これは、1980年代後半の韓国を除くすべてのNIEsに当て

はまる。

　先に表14で東アジアでは1990年代以降、NIEsが日本に代わって最大の輸

入相手となったことによって東アジア域内分業が推進されていったことを

みたが、日本では逆にNIEsを最大の輸出先とすることによって東アジア域

内分業を拡大させていったといえる。

　中国は現在、最大の貿易相手であるが、1990年代以後は輸出よりも輸入
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の比重のほうが高くなっていることから、日本にとって中国は輸入先とし

てより重要な位置を占めている。ASEAN［４］は全体として輸出の比重

のよりも輸入の比重のほうが高く（1990年代半ばを除く）、日本はASEAN

［４］を基本的に輸入市場として位置づけていることになる。このことは、

マレーシア、フィリピン、インドネシアについて当てはまる（1990年代半

ばのマレーシアを除く）。ただし、タイはその逆で、基本的に輸出の比重

のほうが高い。

　なお、米国とEUに対しては常に輸出の比重のほうが輸入の比重よりも高

い。このことは、日本にとって米国とEUは輸出市場としての性格が強いこ

とを示している。

　

（３）　在外日系企業の行動様式と東アジア

　それでは、在外日系企業（製造業）は、とくに日本と東アジアとの貿易

にどのような影響を及ぼしているのであろうか。この点について、ここで

は製造業に限定して検討してみよう。

　表16によれば、在外日系企業の売上高は全体で2000年度の56.2兆円から

2009年度には79.2兆円へと1.4倍に増えたが、在東アジア日系企業は同期間

に19.9兆円から39.9兆円へと2.0倍に増えた。その結果、在東アジア日系企

業のシェアは35.4％から50.4％へと上昇している。そのうち在中国日系企業

は5.9倍（シェアが5.1％から21.2％へ）、在ASEAN［４］日系企業は2.0倍

（シェアが13.8％から19.4％へ）となった。逆に、NIEsは売上高を減らし

（－8.6％）、シェアも15.1％から9.8％へと低下させている。

　販売先では在米国・EU日系企業は現地販売の比重を大幅に低下させ、そ

の代わりに域内販売の比重を増やしている。ただし、EUでは域内輸出の比

重が現地販売の比重に迫っているが、米国では依然として現地販売に重点

を置いている。日本向け輸出はともにわずかな比重を占めるにすぎない。

その意味で、在米国日系企業、とくに在EU 日系企業は日本との貿易より



も域内貿易に及ぼす影響の度合いが強い。

　それに対して、在東アジア日系企業は日本向け輸出の比重を低下させて

はいるが、2009年度でも相当の比重（17.6～20.8％）を占めている点で在米

国・EU 日系企業とは異なる。

　このうち在中国日系企業は、域内輸出を中心とする第三国向け輸出も減

らして、現地販売の比重を大幅に増加させている。中国では現地販売志向

性が強い。在NIEs日系企業の場合は、逆に、現地販売の比重を減らして、ア

ジア向け域内販売の比重を増やしている。日本向け輸出の比重の低下もわ

ずかにとどまっていることから、在NIEs日系企業は日本を含むアジア向け

域内輸出志向を強めているといえる。在ASEAN［４］日系企業は現地販

売を増やし、またアジア向け域内販売も相当の比重を占めているので、販

売志向性としては現地販売を主とし、アジア域内輸出を副としているとい

78 ――1990年代後半以降の日本の直接投資と東アジア

表１６　　　在外日系企業(製造業）の販売先別売上高構成

出所）前掲『我が国企業の海外事業活動』2000年度版、2009年度版。
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えよう。

　なお、二大投資業種である輸送機械と情報通信機械の2009年度の販売先

別売上高構成比について簡単に触れておこ う 。
（９）

　まず輸送機械（売上高37兆3,312億円）は全体で日本向け輸出2.6%、現地

販売66.9%、第三国向け輸出30.5%であった。そのうち在米国日系企業（同、

10兆4,766億円）はそれぞれ1.6％、64.5％、33.9％（うち北米向け輸出33.2％）

で、また在東アジア日系企業（同、15兆9,110億円）では同じく4.1％、77.3％、

18.5％（うちアジア向け輸出13.0％）であった。いずれも日本向け輸出は少

なく現地販売が主流となっているが、在東アジア日系企業、とくに在米国

日系企業では域内輸出もかなりの比重を占めている。

　情報通信機械（売上高11兆2,925億円）は全体で日本向け29.1％、現地販

売42.3％、第三国向け28.5％であった。そのうち在米国日系企業（同、１兆

(単位：億円、％）



7,504億円）はそれぞれ2.4％、94.2％、3.3％（うち北米向け1.2％）で、在東

アジア日系企業（同、7兆5,371億円）は同じく、42.1％、30.9％、27.1％（う

ちアジア向け23.0％）であった。在米国日系企業の場合は現地販売が圧倒

的比重を占めている。逆に、在東アジア日系企業は日本向け輸出が最も多

く、またアジア域内輸出もかなりの比重を占めており、輸出志向的性格を

帯びている。

　また表17によれば、在外日系企業の仕入高は全体で2000年度の36.9兆円か

ら2009年度には58.7兆円へと1.6倍に増えたが、在東アジア日系企業は同期

間に2.1倍に増え、その結果、シェアは37.4％から49.4％へと上昇している。

そのうち在中国日系企業は6.2倍（シェアが5.1％から20.0％へ）、在ASEAN

［４］日系企業は2.1倍（シェアが14.9％から19.5％へ）となったが、逆に

NIEsは売上高を10.1％も減らし、シェアも17.4％から9.9％へと低下させて

いる。

　仕入先についてみると、2000年度時点ですでに最も多かった現地調達が

この間にさらに比重を高めている。それに対して、日本からの調達は在NIEs

日系企業が比重を増やした以外は一様に減らしている。とくに在米国・EU
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出所）前掲『我が国企業の海外事業活動』2000年度版、2009年度版。

表17　在外日系企業(製造業）の調達先別仕入高構成
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日系企業では金額そのものも減らしている。そのため、現地調達額と日本

からの調達額との間の開きは2000年度の1.19から2009年度には2.19へと拡大

している。また、第三国からの調達は東アジアでは比重を減らしているが、

米国、とくにEUでは逆に上昇している。

　なお業種別にみる と 、輸送機械（2009年度の仕入高29兆6,341億円）は全
（10）

体では日本から調達が22.5％、現地調達が68.2％、第三国から調達が9.3％

であった。また在米国日系企業（同、９兆7,786億円）はそれぞれ22.8％、

67.4％、9.8％（うち北米から域内輸入6.3％）で、在東アジア日系企業（同、

11兆4,113億円）は同じく21.8％、73.2％、5.0％（うちアジアから域内輸入

4.2％）であった。輸送機械は現地調達が主流であるが、日本からの調達も

比較的多い。

　情報通信機械（2009年度の仕入高8兆7,849億円）は全体で日本から調達

が49.1％、現地調達が30.6％、第三国から調達が20.3％であったが、在米国

日系企業（同、１兆3,033億円）はそれぞれ58.6％、26.0％、15.3％（うちア

ジアから調達が14.6％）、在東アジア日系企業（同、5兆8,297億円）はそれ

ぞれ44.2％、35.6％、20.1％（うちアジアから域内輸入19.4％）であった。情

(単位：億円、％）



報通信機械の場合、現地調達よりも日本からの調達のほうが多く、またア

ジアからの調達もかなりの比重を占めている点で輸送機械の場合とは異な

る。

　以上、表16、表17をみてきたが、在外日系企業（製造業）は現地販売・

現地調達が主流となっている。それを前提としたうえで日本との分業関係

をみると、在東アジア日系企業は販売先・調達先としての日本の比重は依

然として高く、日本との分業を推進する主体となっている。他方、在米

国・EU日系企業は販売先としての日本の比重はわずかで、調達先としての

日本の比重は高い。その意味で、在米国・EU日系企業は、日本との分業関

係においては日本の輸出を、すなわち日本からの輸入を一方的に増やす要

因となっている。

　域内分業関係では、在外日系企業のうち在EU日系企業、次いで在NIEs

日系企業、在ASEAN［４］日系企業で相対的に域内貿易の比重が高い。こ

れら日系企業は域内分業をも推進する主体であるといえる。そして、一般

的には域内販売の比重が域内調達の比重よりも高いことから、日系企業の

行動様式は所在地の域内貿易黒字を増やす方向に作用している。それは、

とくに在EU日系企業に当てはまる。

　なお、輸送機械では全体的な傾向と同様に現地販売・現地調達が主流と

なっている。そして現地に次いで多いのが、販売では域内であり、調達で

は日本である。輸送機械は日本との関係では日系企業所在地の赤字を、ま

た域内との関係では日系企業所在地の黒字をもたらすような分業構造が形

成されている。

　それに対して、情報通信機械で特徴的なことは、現地販売・現地調達が

主流ではなく、日本との分業が中心となっており、さらに域内分業の進展

度も高いということである。とくに在東アジア日系企業は対米輸出も相当

多い。その意味で情報通信機械分野の在外日系企業、とくに在東アジア日

系企業はより一層グローバル化を推し進めているといえる。なお貿易収支
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に関しては、世界全体では日本の貿易黒字を、域外では日系企業所在地の

黒字をもたらしているが、東アジアでは対日貿易、域内貿易とも日系企業

所在地の黒字となっている。

　重複する点もあるが、最後に表18で1990年代後半（1996～2000年度平均）

と2000年代後半（2005～2009年度平均）とを対比することによって、日本

の貿易に占める日系企業（製造業）の比重の変化を数量的に確認しておこ

う（表にはないが、EUについても同じ資料を用いて言及する）。なお、日

本の貿易黒字は主に在米国・EU日系企業の販売・調達行動の結果である対

米国・EU貿易収支黒字と、対NIEs貿易収支黒字に基くが、これは表15～

17でも明らかなのでここでは論じない。

　まず、日本の貿易額は1990年代後半から2000年代後半にかけて世界全体

で1.56倍（輸出1.46倍、輸入1.70倍）、同じく米国0.94倍（0.97倍、0.88倍）、

EU1.25倍（輸出は8兆2,902億円から10兆1,207億円へと1.22倍、輸入は５兆

1,913億円から６兆7,530億円へと1.30倍）、東アジア1.84倍（1.81倍、1.88倍）

となった。東アジアでは中国3.11倍（4.07倍、2.61倍）、NIEs1.44倍（1.48倍、

1.35倍）、ASEAN［４］1.43倍（1.29倍、1.57倍）であった。東アジア、と

くに中国の急増と米国の減少が対照的である。

　また、日系企業の日本への販売額・日本からの仕入額の増加率をみると、

世界全体で販売額・仕入額合計1.73倍（販売額1.91倍、仕入額1.66倍）、同

じく米国1.23倍（1.30倍、1.22倍）、EU1.65倍（販売額は3,118億円から3,411

億円へ1.09倍、仕入額は2兆4,142億円から4兆1,458億円へ1.72倍）、東アジア

2.10倍（2.11倍、2.08倍）であった。東アジアでは中国が6.60倍（7.08倍、

6.17倍）、NIEsが1.26倍（1.20倍、1.31倍）、ASEAN［４］が1.70倍（1.66倍、

1.75倍）であった。とりわけ中国の急増振りが際立っている。

　その結果、日本の貿易に占める日系企業（製造業）の比重は、世界全体

で1990年代後半の21.1%（うち輸出26.8%、輸入13.8%）から2000年代後半の

23.3%（30.5%、15.5%）へと増加した。同じく米国では同期間に24.7%（35.1%、
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表18－１　日本の貿易と在外日系企業（製造業）

出所）財務省貿易統計、ならびに前掲『我が国企業の海外事業活動』各年版。
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(単位：億円、％）

表18－２　日本の貿易と在外日系企業（製造業）



6.6%）から32.4%（44.1%、9.8%）へ、EUでは20.2%（29.1%、6.0%）から

26.6%（41.0%、5.1%）へ、さらに東アジアでは25.9%（23.7%、28.9%）から

29.6%（27.3%、32.5%）へといずれも増加している。米国の増加率が最も高

いが、これは日米貿易そのものが減少したことによる。東アジアでは増加

率が低いが、これはNIEsが同期間に24.2%（18.7%、38.6%）から21.2%（16.5%、

34.3%）へと低下しているためである。中国は13.1%（19.7%、9.5%）から

27.6%（29.9%、25.7%）へ、ASEAN［４］は39.6%（37.8%、41.4%）か ら

47.1%（51.2%、43.6%）へと増加している。これは米国やEUよりも高い増

加率である。しかもNIEsだけ低下したとはいえ、この間の在NIEs日系企

業の日本への販売額・日本からの仕入額合計の増加率は在米国日系企業を

上回っている。そして表16でみたように、在NIEs日系企業は中国・ASEAN

［４］向け輸出を拡大させるという面でも東アジア域内分業を推進してい

るのである。

　在外日系企業の販売額・仕入額に占める日本の比重は低下傾向にあるが、

それは巨額の経常利益に裏付けられた在外日系企業の設備投資・売上高の

急増、ならびにそれを上回る現地販売・現地調達の増加によるものであり、

日本向け販売額・日本からの仕入額は日本の輸出入額以上に増加している

のである。それはとりわけ在東アジア日系企業、とくに在中国日系企業に

当てはまる。

　日本と東アジア諸国との域内分業は日系企業に牽引されてますます深化

していくことが展望される。

　

（注）

（１）拙稿「日本の対外投資と第三世界―アジア向け投資を中心に―」（奥村茂次編

著『現代世界経済と資本輸出』ミネルヴァ書房、1989年、第８章所収）、同

「日本の東アジア向け投資と域内分業の展開」（奈良産業大学『産業研究所

報』第1号、1998年３月）。

（２）財務省財務総合政策研究所編『財政金融統計月報』第717号、2012年１月、１
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～２ページ。

（３）JETRO『ジェトロ貿易投資白書』2005年版、400ページ、403ページ。

（４）同上、2002年版、510ページ、2005年版、400ページ。

（５）1980年11月までは、日本の直接投資における証券取得とは日本の出資比率が

25％以上、もしくは25％未満であっても①役員派遣②製造技術の提供③原材

料の供給④製品の購入⑤資金の援助⑥総代理店契約の締結⑦その他永続的関

係、のいずれかを伴う外国法人の発行する外貨証券の取得を指していたが、

同年12月以降は日本の資本の出資比率が10％以上、もしくは10％未満であっ

ても、①役員の派遣②長期にわたる原材料の供給または製品の売買③重要な

製造技術の提供、のいずれかを伴う外国法人の発行する外貨証券の取得を指

すことになった。

（６）経済産業省編『我が国企業の海外事業活動』2009年度版、208ページ。　

（７）なお、回答した調査票がすべて有効であるわけではない。操業中の企業の回

答は有効回答となるが、初決算前、休眠中、解散、調査対象外（出資比率の

低下によって当該現地法人の日本側出資比率の合計が10％未満に低下した場

合）の企業の回答は無効回答として処理される。たとえば、2009年度では発

送数6,001社に対して回収数は4,456社であったが、操業中の有効回答企業数は、

本社企業4,203社、現地法人18,201社であった。残りの253社は解散（34社）、

調査対象外（219社）のために無効回答となっている（同上、2009年度版、３

ページ、30ページ、218ページ、参照）。

（８）資料はやや古いが、EUの域内貿易比率は1980年48.4％、2005年62.1％、NAFTA

は同じく33.2％、43.0％であった。それに対して、一般的な地理概念とは異な

るが、東アジア（ASEAN、日本、中国、韓国、インド、オーストラリア、

ニュージーランド）に台湾と香港を加えた域内貿易比率は、それぞれ35.7％、

55.8％であった（経済産業省『通商白書』2007年版、98ページ、参照）。

（９）注（６）と同じ（93，95ページ）。

（10）上と同じ（111，113ページ）。


